
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
  例年実施している政府予算の分析のセミナーです。自治体議員・労働組合役員はもとより、ぜ

ひ財政担当者に参加してほしい企画です。 
  ２０２６年度の地方財政計画を中心に解説します。福祉や教育予算についても特徴的なものを

分析してお伝えします。１０月に新たに発足した高市内閣は、「責任ある積極財政」を掲げ、臨

時国会では、１８兆３０００億円の補正予算が成立しました。２０２６年当初予算は、１２２兆

３０００億円を超え、過去最大となります。地方交付税は、税収の増の影響により２兆円の増額

となっており、「環境性能割」の廃止などに伴う地方税収の減少分を交付金で手当てすることと

しています。プライマリーバランスは２８年ぶりに黒字化されるが、国債費は３０兆円を超え、

金利上昇の影響が懸念されます。また、防衛費は前年比３．８％増の９兆円を超えました。 
  財政担当者は特に歳入が気になるところでしょう。地方交付税や各種交付金などの動向も例年

詳しく解説しています。 
  たくさんの方々にご参加いただけるようお待ちしています。 

主催：（公財）埼玉県地方自治研究センター  後援：県労評会館、自治労埼玉県本部 
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当日参加も歓迎ですが、資料準備のためできるだけ事前にお申し込みください。 

申し込み先  ＦＡＸ ０４８－８３６－１１１３ 
       E-mail info@saita-jichi.jp 

参加申込書 

日 時：2026 年２月 21 日（土）14 時～16 時頃 

場 所：さいたま共済会館 502 会議室 

（さいたま市浦和区） 

講 師：其田茂樹 地方自治総合研究所研究員 

   



 


